




柴 田 洋 二 郎
 事実の概要
１ () 医師Ｘ (原告・控訴人＝附帯被控訴人・上告人) は, 平成年
４月, 病院等を運営する医療法人Ｙ (被告・被控訴人＝附帯控訴人・被
上告人) との間で, 次の内容の雇用契約 (以下 ｢本件雇用契約｣) を締
結した｡
() 年俸を		万円とし, ①本給 (月額万円), ②諸手当 (役付手
当, 職務手当および調整手当の月額合計
万			円), ③賞与 (本給３
か月分相当額を基準) により構成される (以下, ①と②の合計	万			
円を ｢月額給与｣)｡
() 週５日勤務とし, １日の所定勤務時間は, 午前８時
	分から午
後５時
	分まで (休憩１時間) を基本とする｡ 時間外勤務に対する給与
については, Ｙの医師時間外勤務給与規程 (以下 ｢本件時間外規程｣)
の定めによる｡










とが合意されていたが (以下 ｢本件合意｣), 年俸のうち時間外労働等に
対する割増賃金に当たる部分は明らかにされていなかった｡
２ Ｘは, 平成年４月から同年９月までＹの運営する病院の医師とし
て勤務し, その間, 当直を回行った｡ Ｙは, Ｘに対し, 月額給与のほ
か, 本件時間外規程に基づき, 合計.時間の時間外労働 (うち合計
.時間は深夜労働) に対する時間外手当として合計万円を, 当






















































































したがって, その (特に使用者側の) メリットとして, 定額残業代の範
囲で, 割増賃金の計算と清算が省略でき, 事務処理負担の軽減につなが
ること, 定額残業代が割増賃金の算定基礎から除外される賃金にあたる




































これに対し, 学説では, 上記の２点に加え, 時間外・休日労働の
抑制を挙げるものもみられていた (東京大学労働法研究会編 『注釈労働
基準法・下巻』 	頁 [橋本陽子執筆] 等)｡
() 本判決の位置づけと評価
本判決は, 前掲④事件判決を参照しつつ, 表現を修正し, ｢時間外労
働等を抑制｣ することも労基法条の趣旨に含まれることを最高裁とし
て明示した｡ これに対する評価は, 定額残業代制の要件にかかる判断と


















ついては, 行政解釈, 裁判例ともに一致している｡ すなわち, 行政解釈
は, 労基法条に定める計算額以上の額の割増賃金を支払う限り, 法所
定の計算方法に従う必要はないとしている (昭和・・基収号)｡
また, 最高裁も, 本判決が参照する⑥国際自動車事件 (最三小判平成・









はなく, 割増賃金の額 (同条所定の額以上の割増賃金の支払い) にある










号５頁, 前掲⑥事件判決), そのうえで, 上記のように割増賃金に当た
る部分が労基法
条所定の額以上であることが求められる (水町勇一郎
｢本件解説｣ ジュリ	号５頁は, それぞれ ｢判別｣ 要件, ｢割増賃金額｣
要件と呼んでおり, 以下本稿もこれに従う)｡
下級審も概ね上記に沿った判断を行っているが, 一部に ｢判別｣ 要件
を満たしていないにもかかわらず, 労基法
条に違反しないとする裁判










旨に反しないと判示した｡ また, 本件原審も, ｢[本件では,] 時間外手
当を請求できない場合及びできる場合については, 本件時間外規程で具
体的かつ明確に規定されており, [Ｘは] 時間外手当を請求できる場合
を認識できていた｣ から, ｢判別｣ 要件を満たしていないことは, 月額
給与に時間外労働賃金分が含まれることを否定する理由にはならないと
している｡ そして, Ｘの労務提供の裁量性と高報酬であることから, 通
常業務の延長とみなされる時間外労働賃金については, 月額給与に含め
て支給されたと解しても ｢労働者としての保護に欠けるおそれがない｣



















は ｢判別｣ 要件と ｢割増賃金額｣ 要件が求められるとしたことは, 従来
の最高裁判決に沿ったものといえる｡
もっとも, ｢判別｣ 要件の必要性を労基法条の趣旨 (判旨１) と関
連づけた点は, これまでの最高裁判決にはみられなかった｡ ここで, 同
条の趣旨が従来のように, 労働時間制の原則の維持と, 労働者への
補償にとどまれば, 裁量が大きいため, 実労働時間による管理になじみ
にくく () (なお, Ⅹは, 管理監督者 [労基法条２号] に該当しな
いと判断されており, また, 医師は専門業務型裁量労働制 [労基法条
の３] の適用対象業務には含まれていない点を指摘しておく), 報酬の





な労働者についても ｢判別｣ 要件を満たす必要があるとの判断 (判旨２
(), ) につながったと解されうる (同旨, 前掲・水町５頁｡ また,
｢時間外労働等を抑制｣ する趣旨で支払われている金銭が割増賃金に当
たる部分となるという形で金銭の実質も判断されることになるとも考え
うる)｡ これにより, 本判決は, 時間外労働等に対する割増賃金を客観
的に画定できるかどうかという要素 (のみ) に着目することとなってい
中京法学巻３・４号 (年) ()
る｡ 原審判決が, ｢判別｣ 要件に代えて, Ⅹが本件時間外規程の内容を
認識できていたという当事者の主観を考慮していたのと対照的である
(野田進・奥田香子 ｢ディアローグ 労働判例この１年の争点｣ 労研
号頁以下 [野田進発言] も参照)｡ 従前から, 前掲⑩事件判決や本件
控訴審判決に対しては, 学説より, 労基法条の強行法規性を軽視して




を軽視しているとの批判がみられていた (例えば, 水町勇一郎 『労働法
[第６版]』 	頁)｡ 健康への配慮は, 労働者の賃金や業務の遂行方法を
問わず求められるものであり, 本判決は妥当といえる｡
[付記] 本文中に掲げたもののほか, 本判決の評釈・解説として, 山下昇・法
セ号	頁, 渡辺輝人・労旬号頁, 山田省三・労働法学研究会報	
号頁, 中山慈夫・労働法令通信	号	頁に接した｡
定額残業代制により就労する高報酬の医師の時間外労働に対する
割増賃金 (柴田)
()
